
■吹田市は、ビジネスプランコンテスト「Ｖｉｖａ！

Ｖｅｎｔｕｒｅ吹田」（ビバ！ベンチャー吹田）を開催

した。

これは、独創性の高い事業や地域活性化に資する

事業などの計画を募集し、審査会（大学教授や中小

企業診断士、税理士などで構成）による書類選考や

公開プレゼンテーションなどの審査を経て、最優秀

賞と優秀賞に奨励金の支給や専門家を派遣するサポ

ートを行うもので、吹田商工会議所と共同で実施。

今後もこの取組を継続し、創業支援・中小企業

育成を図っていく方針。 （１１月１５日）

■高槻市は、高槻警察署と共同して阪急高槻市駅周

辺に「スーパー防犯灯」を５基設置した。

これは、街頭で犯罪が発生した時などに、同防

犯灯に備え付けの通報ボタンを押すことで、赤色

灯が周囲に緊急事態の発生を知らせるとともに、

映像と音声により周囲の状況を警察署へ送ること

ができるもの。

これにより、いち早く警察官が現場に駆けつけ

ることができるようになることから、ひったくり

をはじめとした各種犯罪の抑止が期待される。

（１１月９日）

■摂津市は、携帯電話向けホームページ「摂津モバ

イルサイト」を開設した。

このサイトには、毎月更新される市の全ての

「催し情報」の他、施設名称や用途別区分からも

検索可能な市内２４９カ所の「公共施設案内」、災害

時に市民が安否情報を伝え合う「安否情報伝言

板」、直近の避難所が探し出せる「避難所検索シ

ステム」などが掲載されている。

中でも、市内にある全ての病院、医院と歯科医

院について診療時間や休業日、所在地や電話番号

など医療機関の情報を診療科目ごとに検索できる

機能が特徴。これは、携帯電話用自治体サイトで

は府内初の取組。 （１１月１日）

※摂津市モバイルサイトＨＰ

ｈｔｔｐ://ｗｗｗ２.ｃｉｔｙ.ｓｅｔｔｓｕ.ｏｓａｋａ.ｊｐ/ｍｂｌ

■池田市は、「ＰｉＴａＰａ（ピタパ）」を利用した入退

庁管理システムの試験運用を開始した。

「ＰｉＴａＰａ（ピタパ）」は、関西私鉄大手などで

つくる「スルッとＫＡＮＳＡＩ協議会」が発行す

るＩＣカード型乗車券で、電車の乗車の他に買物

もできる。ＩＣカード型乗車券を使った自治体庁

舎の入退庁管理は全国初の取組。

これにより環境にやさしい公共交通機関への利

用を職員に呼びかける他、１月からの本格運用で

は、庁舎内の電子ロックに使用しセキュリティー

の向上を図る。

今後、タイムレコーダーの機能を持たせた総合

的な入退庁管理システムを目指していく。

（１１月１７日）

■堺市では下水道用マンホールふたのデザインを１

月３１日まで募集している。

これは「あなたのデザインが堺の街中に」をキ

ャッチフレーズに、政令指定都市移行を記念して

実施するもの。

採用されたデザインが施されたマンホールふた

は約３,０００個作成され、平成１８年の夏以降の下水

道整備工事に使用する予定。「こんなところに下

水道があった！」ことに気づき、下水道の身近

さ・存在の周知を図る。 （１２月１日）

※堺市上下水道局ＨＰ

ｈｔｔｐ://ｗｗｗ.ｗａｔｅｒ.ｓａｋａｉ.ｏｓａｋａ.ｊｐ/

泉 北 地 域 �

豊 能 地 域 �

三 島 地 域 �

市 町 村 の 動 き

46 自 治 大 阪 ◆ 2006 － 1

域� 情 報 コ ー ナ ー �地�



■貝塚市で、「全国都道府県対抗中学バレーボール

大会（貝塚大会）」が開催された。

これは、同市の方針である“バレーボールのま

ち貝塚”を推進する柱の一つとして、同市が誘致

を図り実現したもの。

大会運営では、市民団体で組織された「実行委員

会」による来場者への豚汁の無料配布や、市内事業

者による物産コーナーの設置、地元中学生の協力な

ど、市民協働による手厚いサポートが行われた。

今後、同大会の継続を目指していくとともに、

他のスポーツや文化活動の活性化にもつながって

いくことを期待している。 （１２月２４日）

■富田林市は「市民公益活動センター」をオープン

させた。

これは、市民公益活動やボランティア活動など

に対する支援、交流、情報提供などを目的とする

施設で、市民公益活動に関する相談コーナーや保

育コーナー、印刷機、貸出用パソコンなどを備え

ている。

今後、同センターは市民協働の拠点として、市

民公益活動やボランティア活動をする人、したい

人、学びたい人、情報が欲しい人、交流したい人

を応援していく。 （１１月１日）

■東大阪市は「第１回１ｄａｙ（ワンデイ）市民活動

ひろば」を開催した。

これは、市内のＮＰＯやボランティア、

市民活動団体等の出会いの場づくりと情報提供を

目的に、活動を紹介するパネル展示やパンフレッ

トの配布、市民活動に関する資料コーナーや相談

コーナー、講座や活動団体によるプレゼンテーシ

ョンなどを行う催し。

今後、これを中核市移行に伴う「新たなまちづ

くりのステージ」として、毎月１回開催し、ＮＰ

Ｏ・市民活動施策の推進に取り組む。（１１月１７日）

■交野市は、全職員に対し、公務で出張所や各公共

施設に行く場合には、午後２時から午後４時の児

童の下校時間帯を選ぶよう通知した。

これは、「子ども１１０番」のステッカーを貼った

公用車で通学路やその周辺を通ることで、児童が

一人になりやすい夕方の下校時間帯に少しでも子

どもを見守る体制を強化し、子どもを狙った犯罪

を抑止しようとするもの。

年度途中につき予算を伴う新たな対策を講じる

ことが難しい中でアイデアを絞った。（１２月７日）
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る。 （９月１日）

●国民生活センターは、４月に施行された個人情報保

護法に関する相談状況（９月３０日現在）を公表した。

それによると、同センターや全国の消費生活セ

ンターに設けた相談窓口に寄せられた苦情・問い

合わせは計３,２３８件あり、相談内容で一番多かっ

たのは、電話勧誘やダイレクトメール等の販売促

進活動への個人情報の利用に関する「不適正な取

得」（１,００７件）であった。また、保育園等での

写真販売やクラスの連絡網がなくなるケースもあ

り、個人情報保護法への「過剰反応」といわれる

問題に関する相談も多く寄せられているとしてい

る。 （１１月７日）

●厚生労働省は、平成１６年度社会福祉行政業務報告

結果の概況を公表した。

それによると、「被保護世帯数」は平成１６年度の

１ヶ月平均９９８,８８７世帯で、１２年連続の増加となっ

ており、世帯類型別にみると男性６５歳以上、女性

６０歳以上が中心の高齢者世帯が、４６５,６８０世帯と

最も増加しており、全体の半数近くを占めている。

また、受給者数は１,４２３,３８８人で９年連続の増加

となり、前年度を約８万人上回ったとしている。

（１１月１４日）

●総務省は、地方公共団体が所有する施設における

アスベスト使用実態調査の調査結果を公表した。

それによると、結果が判明した３８４,７３８施設の

うち１０,５８１施設がアスベストを使用しており、う

ち６,６１７施設は除去や飛散防止などの処理が取ら

れていなかった。都道府県別総数で未処理が最も

多かったのは北海道の４９５施設、次いで大阪府の

４４４施設、愛知県の３９８施設となっている。本調査

を受けて、アスベスト使用が確認され、未処理の

うち、ばく露のおそれのある施設を所有する地方

公共団体に対しては、速やかに除去、封じ込め等

の必要な対策を講じるよう要請するとしている。

（１１月２９日）

国 の 動 き
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